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年度 名目GDP 一般歳出 社会保障関係費 公共事業関係費 扶助費 普通建設事業費
1970 100  100  100 100  100 100
1980 130  536  722 472  656 427
1990 237  833 1021 441  820 664
2000 264 1069 1475 669 1200 703



































生産・輸入品に課される税 26.8 30.5 0.0 20.1 25.7 30.8 0.0 19.5
財産所得 4.1 1.9 11.2 5.4 2.8 3.6 13.6 6.4
所得・富等に課される経常税 67.3 21.2 0.0 30.9 70.1 26.5 0.0 34.1
社会負担 0.9 3.7 62.3 20.2 0.8 2.8 63.2 20.6
その他の経常移転 0.9 42.6 26.5 23.4 0.6 36.2 23.2 19.4
経常受取（計） 30.6 31.6 26.3 88.5 64.4 59.5 54.8 178.7
補助金 8.3 3.1 0.0 4.0 3.2 2.5 0.0 2.0
財産所得 18.5 6.7 0.3 8.9 18.9 6.4 0.7 9.2
現物社会移転以外の社会給付 6.6 12.7 39.7 18.6 3.9 8.8 43.3 17.6
その他の経常移転 64.3 6.1 0.8 24.6 51.2 7.4 1.0 21.2
最終消費支出 18.7 62.0 36.6 39.5 14.8 54.7 32.9 33.7
現物社会移転 2.6 27.1 35.9 21.2 1.9 22.9 32.3 18.2
現実最終消費 16.1 35.0 0.6 18.2 12.9 31.8 0.6 15.4
経常支出（計） 116.4 90.6 77.4 95.6 92.0 79.7 77.9 83.6
貯蓄（純） －16.4 ₉.4 22.6 4.4 8.0 20.3 22.1 16.4
プライマリーバランス －3.7 －0.7 1.2 －3.1 2.1 0.5 1.1 3.7
財政収支（－は赤字） －4.9 －1.6 2.0 －4.4 －0.3 0.3 2.4 2.4
（注）１． 各部門の経常受取（計）を100とする列方向の構成比であるが，この項目のみ，金額（兆円）で示している。ま
た，経常受取＝経常支出＋貯蓄となっている。












































































生産・輸入品に課される税 36.3 32.0 0.0 21.3 42.1 30.5 0.0 19.8
財産所得 4.5 1.2 8.8 5.0 7.5 1.3 3.9 3.9
所得・富等に課される経常税 57.3 20.1 0.0 23.1 46.5 24.5 0.0 18.9
社会負担 1.0 3.1 63.9 25.2 1.2 4.2 61.4 28.5
その他の経常移転 1.0 43.6 27.3 25.5 2.6 39.5 34.8 29.0
経常受取（計） 56.5 69.1 74.9 200.5 44.7 64.9 85.1 194.7
補助金 3.9 3.0 0.0 2.1 3.2 3.5 0.0 1.9
財産所得 19.5 7.9 0.7 8.5 20.0 5.2 0.0 6.3
現物社会移転以外の社会給付 4.0 10.7 55.3 25.5 3.3 15.4 63.2 33.5
その他の経常移転 82.3 10.4 1.8 27.4 114.9 21.5 0.8 33.9
最終消費支出 24.1 62.2 38.9 42.8 33.6 65.6 43.9 48.8
現物社会移転 4.1 24.6 38.0 23.8 4.5 23.3 43.1 27.6
現実最終消費 20.0 37.6 0.9 18.9 29.1 42.3 0.8 21.1
経常支出（計） 133.8 94.2 96.8 106.3 174.9 111.2 107.9 124.4
貯蓄（純） －33.8 ₅.₈ 3.2 －6.3 －74.9 －11.2 －7.9 －24.4
プライマリーバランス －4.7 0.1 －0.8 －5.4 －6.6 0.4 －2.0 －8.3
財政収支（－は赤字） －5.5 －0.4 －0.2 －6.1 －7.3 0.5 －0.6 －7.4
（注）１． 各部門の経常受取（計）を100とする列方向の構成比であるが，この項目のみ，金額（兆円）で示している。ま
た，経常受取＝経常支出＋貯蓄となっている。
　　  ２． プライマリーバランスとは，（純貸出（＋）または純借入（－））＋支払利子－受取利子である。ただし，プライマリー
バランス及び財政収支は名目GDP比である。
　　  ３． 財政収支（資金過不足）において，純貸出（＋）は財政黒字，純借入（－）は財政赤字を示す。















































































































純粋公共財 13.3 0.0 13.3 0.0 1.1 0.7 15.1
準公共財 73.0 50.3 22.6 0.2 69.0 1.9 144.0
計 86.3 50.3 36.0 0.2 70.0 2.6 159.2
（注）１． 純粋公共財は，一般公共サービス（行政と立法機関，金融・財政問題，対外経済援助，一般サービスなど），防
衛（軍事防衛，民間防衛など），公共の秩序・安全（警察・消防サービス，裁判所など）の支出額の合計とした。





























































































































































































1972 0.354 0.314 11.4 4.4 5.7
  75 0.375 0.346 7.8 2.9 4.5
  78 0.365 0.338 7.4 3.7 1.2
  81 0.340 0.314 10.0 5.4 5.0
  84 0.398 0.343 13.8 3.8 9.8
  87 0.405 0.338 16.5 4.2 12.0
  90 0.433 0.364 15.9 2.9 12.5
  93 0.439 0.365 17.0 5.0 12.7
  96 0.441 0.361 18.3 3.6 15.2
  99 0.472 0.381 19.2 2.9 16.8
2002 0.498 0.381 23.5 3.4 20.8
  05 0.526 0.387 26.4 3.2 24.0
  08 0.532 0.376 29.3 3.7 26.6
（注）１． ジニ係数は分布の均等度を示す指標で，１に近づくほど不平等度が増すことを示している。
　　  ２． 再分配前所得とは，雇用者所得，事業所得，農耕所得，畜産所得，財産所得，家内労働所得，及び雑収入並び
に私的給付（仕送り，企業年金，生命保険金等の合計額）の合計額。
　　  ３． 再分配後所得は再分配前所得から税金，社会保険料を控除し，社会保険給付を加えたもの。
　　  ４．再分配による改善度は（B－A）/Aである。








































































































政策代替案 低所得層 中間所得層 高所得層 多数決 財政赤字 財政支出
①増税・支出増 ○ △ × △ － 増
②増税のみ － × × × 減 －
③増税・支出減 × × × × 減 減
④支出増のみ ○ ○ － ○ 増 増
⑤現状維持 － － － － － －
⑥支出減のみ × × － × 減 減
⑦減税・支出増 ○ ○ ○ ○ 増 増
⑧減税のみ － ○ ○ ○ 増 －







































全体 最低所得層 最高所得層 全体（千円） 最低所得層 最高所得層 全体 最低所得層 最高所得層
1980 100 100 100 2,948 0.2 10.2 5.3 0.9 35.5 2.6
1990 118 102 506 4,252 0.2 6.1 5.8 0.6 28.6 3.2
2000 135 111 821 4,610 0.2 6.6 4.4 0.4 21.6 2.5
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